
伝統工芸品ハンズオン支援事業（シンガポール）業務委託仕様書

１　委託業務名
　　伝統工芸品ハンズオン支援事業（シンガポール）委託業務

２　委託期間
　　契約締結の日から令和９年３月31日

３　目的
本県の伝統工芸品について、原材料費や人件費の高騰、国内市場の縮小が見込まれる中、輸出に意欲的な事業者の海外進出を支援することで、事業者の海外市場における販路拡大に繋げる。
対象とする伝統工芸品は、鹿島錦、佐賀錦、鍋島緞通、西川登竹細工、浮立面、名尾手漉和紙、肥前びーどろ、弓野人形、尾崎人形、のごみ人形とする。
対象国については、輸出に係る制度上の障壁が比較的少ないことから参入しやすく、高い購買力を有する有力な消費市場であるシンガポールとし、県内伝統工芸品産地へのバイヤーの招へい及びシンガポールでのテストマーケティングを実施し、輸出に係る課題を抽出し、伝統工芸品事業者が改善を重ねることで、シンガポールでの市場定着を目指す。

４　業務内容
　(1)　バイヤーの招へい
ア　実施時期
　　　　令和８年10月から令和９年１月までのうち１回
　　イ　実施場所
ウ(ｱ)で選定する事業者の事業所
　　ウ　業務内容
　　　(ｱ)　本県の伝統工芸品事業者の選定
　　　　ａ　佐賀県内の伝統工芸品事業者（鹿島錦、佐賀錦、鍋島緞通、西川登竹細工、浮立面、名尾手漉和紙、肥前びーどろ、弓野人形、尾崎人形、のごみ人形の製造を行う者）でシンガポールへの輸出に意欲的な事業者（以下「事業者」という。）を３社程度選定すること。
　　　　ｂ　選定に当たり、伝統工芸品の輸出に関する支援実績のある者を専門家として１人配置すること。
(ｲ)　事前セミナー
ａ　バイヤーの招へいの前に、事業者向け事前セミナーを実施すること。
　ｂ　事前セミナーは、佐賀県内又はオンラインにより実施すること。
ｃ　事前セミナーは、事業者が輸出実務の基礎を理解し、インボイス等の書類作成及びＥＭＳやＤＨＬ等による小口出荷を自ら実施できる水準に到達することを目指した内容とすること。また、バイヤーとの商談の進め方に関する内容を含んだものとすること。
　　　(ｳ)　バイヤーの招へい
ａ　ライフスタイルショップ等のバイヤーを３社３人選定し、(ｱ)で選定した事業者の事業所において商談を設定すること。
　　　　ｂ　招へい期間中は、通訳者１名を配置すること。
　　　　ｃ　招へいに係る航空券、ホテル、食事及び車両の手配に要する費用を負担すること。
　　　　ｄ　商談に当たり、事業者ごとに資料を作成すること。資料は、英語で作成すること。
　　　　ｅ　バイヤー及び事業者による懇親会の場を設定すること。
　(ｴ)　フォローアップの実施
ａ　事業者に対してフィードバックを行うとともに、必要に応じて、商品の発送等についてバイヤーと事業者の間に入って調整するなどの支援を行うこと。
　(2)　テストマーケティングの実施
ア　実施時期
　　　　令和８年10月から令和９年３月まで
　　イ　実施場所
(1)で選定したバイヤーの所属するライフスタイルショップ等のうち１か所以上、１週間程度で実施すること。テストマーケティングは、購入客の声を収集できるよう、原則、実店舗での実施とするが、バイヤー側が実店舗を持たずＥＣをメインで販売する形式を採っている場合などは、実態に合わせて、効果的なテストマーケティングを実施すること。
　　ウ　業務内容
　　　(ｱ)　事前調整
ａ　バイヤーと、テストマーケティングの実施に向けて調整を行うこと。
ｂ　テストマーケティングの商品は、(1)の招へいに伴いバイヤーが購入し輸送するものとする。
ｃ　テストマーケティングの開催に係る告知及び販売は、バイヤーにおいて実施するものとする。
ｄ　商品のPOP作成等に必要な情報を、事業者から収集、翻訳し、バイヤーに提供すること。
ｅ　テストマーケティング期間中の販売レポートを作成すること。
　(3)　改善プランの提案
ア　(2)の実施後に、課題を抽出、分析し、事業者ごとの改善プランを策定すること。
　イ　改善プランは、今後のローカライズ（商品やパッケージ等の調整）や、マーケットイン（現地ニーズに基づく商品開発）等、市場定着に繋がるような内容にすること。
　　ウ　事業者に対し改善プランの説明を行うこと。

５　成果品
　　以下の資料をデータで県に提出すること。
・(1)関係…バイヤーの情報、フィードバックの内容、成約件数等の商談実績
・(2)関係…テストマーケティングの告知資料、販売レポート
・(3)関係…改善プラン
・実績報告書

６　支払方法　
完了払

７　その他
(1)個人情報の重要性を認識し、個人情報を扱う者の倫理及び良識ある判断に基づき、個人情報の管理を徹底し、個人情報の漏洩等のないように万全の注意を払わなければならない。また、個人情報の取扱いに当たっては、個人情報保護法を遵守すること。
(2)本仕様書に記載されていない事項及び記載内容に疑義が生じたときは、県と受託者協議の上、決定するものとする。なお、変更する必要が生じたときは、県と受託者協議の上、変更することができるものとする。
(3)天災等の影響で、「４　業務の内容」で予定する事業が実施困難な場合は、その実施の有無、実施内容及び実施方法等について、県と協議すること。
